
『裁判例からみる法人税法〔三訂版〕』詳細 

本体価格： 4,000 円（税抜） 

ページ数 / 判型: 1012 ページ / A5 判 

2019 年 12 月 2 日刊 

 

特色 

● 法人税法の解釈に有益な重要裁判例 479 本を収録。 

 

● 前回版(平成 29 年 4 月刊)以降に公表された重要裁判例・裁決事例を新たに収録すると

ともに、法人税法改正や近時の学説の動きにも対応。 

 

● 各裁判例の解説にあたっては、論点を理解しやすいよう〔事案の概要〕、〔争点〕、〔判決

の要旨〕、〔コメント〕の構成とし、当事者の主張・立証及び裁判所の判断を整理して詳解。

第一審をはじめ控訴審・上告審までを網羅。 

 

● 各章の脚注解説においては、法人税法及び収録裁判例の更なる深い理解に有益な参考文

献、論文及び判例集等を数多く紹介。 

 

● 「事例名称」、「裁判所名」、「判決(決定)年月日」、「出典」を一覧表形式に整理した「裁判

例・裁決例目次」を書籍冒頭に掲載。また、巻末には判決日の順に整理された「裁判例・裁

決例索引」を収録。確認したい裁判例等を用途に応じて即時に検索可能。 

 

● 法人税実務や租税争訟に携わる税理士をはじめとする職業会計人、弁護士等及び大学院

や大学で租税法を学ぶ学生まで幅広く活用可能な必携書。 

 

主要目次 

第 1 章 法人税の性質 

 

はじめに 

Ⅰ 法人税の課税根拠 

1 法人実在説(separate-entity approach) 

2 法人擬制説(impersonal-entity approach) 

 

Ⅱ 法人税の性質 

1 分離独立説(独立説) 

2 前払説(源泉徴収説) 



3 個人所得課税の繰延べと制限 

Check! 法人税の性質論に対する近時の学説 

Check! 新たな実在説 

 

Ⅲ 法人税と所得税の統合 

1 個人株主と法人との間の二重課税排除 

(1) 支払配当控除方式 

(2) グロスアップ方式(法人段階源泉課税方式、インピュテーション方式) 

(3) 受取配当控除方式 

Check! 配当の租税法的意義 

2 法人株主間の二重課税排除 

(1) 支払配当控除方式 

(2) 益金不算入方式 

 

 

第 2 章 法人税の種類と納税義務 

 

Ⅰ 法人税の種類 

1 法人の各事業年度の所得に対する法人税 

2 法人課税信託に対する法人税 

3 退職年金等積立金に対する法人税 

4 各連結事業年度の連結所得に対する法人税 

Check! 清算所得に対する法人税 

 

Ⅱ 納税義務者 

1 普通法人、公共法人、公益法人等、協同組合等、人格のない社団等 

(1) 普通法人 

(2) 公共法人 

(3) 公益法人等 

(4) 協同組合等 

(5) 人格のない社団等 

Check! 民事法における「権利能力なき社団」 

2 組合等 

(1) 任意組合 

(2) 匿名組合 

(3) 組合損失の規制 



3 特定目的会社 

4 信託 

(1) 信託課税概観 

(2) 本文信託 

(3) ただし書信託 

(4) 受託者・信託段階課税 

(5) 法人課税信託 

5 外国法人、LLC、LPS 

(1) 外国法人 

(2) 統一説と私法における「外国法人」の意義 

(3) LLC 

(4) LPS 

Check! 米国 LPS の外国法人該当性 

 

Ⅲ 実質所得者課税の原則 

 

Ⅳ 法施行地・納税地 

1 法人税法の施行地 

2 納税地 

3 納税地の指定 

 

 

第 3 章 課税標準・税額の計算構造 

 

Ⅰ 法人税の課税標準 

1 各事業年度の所得の金額の計算 

(1) 所得概念 

(2) 課税標準 

(3) 法人税法 22 条 2 項 

(4) 法人税法 22 条 3 項 

2 資本等取引 

(1) 法人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引 

(2) 法人が行う利益又は剰余金の分配 

3 公正処理基準 

(1) 法人税法 22 条 4 項 

(2) トライアングル体制と三層構造 



4 法人税法 22 条の 2 

(1) 収益認識基準と公正処理基準 

(2) 原則的考え方 

(3) 残された疑問点 

 

Ⅱ 税額の計算構造 

1 課税所得計算の方法 

2 税務調整 

3 確定決算主義 

 

 

第 4 章 益金の意義と範囲 

 

Ⅰ 益金の額の計算 

1 益金の額に算入すべき金額 

2 無償取引―無償の資産譲渡及び役務提供 

(1) 適正所得算出説 

(2) 二段階構成説 

3 受取配当等 

(1) 趣旨 

(2) 益金不算入の対象となる配当等 

Check! 所得税法 25 条の「みなし配当」該当性 

(3) 益金不算入額の計算 

(4) 外国子会社からの配当等の益金不算入 

4 資産の評価益 

(1) 未実現利益の評価計上禁止と例外 

(2) 法令の規定に基づいて行われる資産の評価換え 

(3) 短期売買商品等の期末時価評価 

(4) 売買目的有価証券等の期末時価評価 

(5) デリバティブ取引のみなし決済 

(6) 外貨建取引の換算等 

5 還付金等 

6 受贈益 

7 その他 

(1) 賃貸に伴い収受する権利金 

(2) 有価証券の譲渡益 



(3) リース取引 

(4) 違法所得 

 

Ⅱ 課税の時期 

1 権利確定主義 

(1) 概説 

(2) 権利の確定の意義 

Check! 異時両建説と損失確定説 

(3) 権利確定主義の例外 

(4) 権利確定主義に対する批判 

2 管理支配基準 

Check! 無条件請求権説 

 

 

第 5 章 損金の意義と範囲 

 

Ⅰ 損金の意義 

 

Ⅱ 売上原価等(1 号原価) 

1 概説 

2 棚卸資産の範囲 

3 棚卸資産の取得価額 

4 棚卸資産の期末評価方法 

(1) 原価法 

(2) 低価法 

 

Ⅲ 販売費・一般管理費等(2 号費用) 

1 固定資産の減価償却費 

(1) 概説 

(2) 減価償却資産の取得価額 

(3) 耐用年数 

(4) 残存価額 

(5) 償却方法 

(6) その他 

2 繰延資産の償却費 

(1) 概説 



(2) 繰延資産の範囲 

(3) 償却期間 

(4) 償却方法 

3 圧縮記帳 

(1) 圧縮記帳の意義 

(2) 法人税法上の圧縮記帳 

(3) 圧縮記帳の法人税法上の意義 

4 役員給与 

(1) 役員賞与の損金算入制限 

(2) 役員の意義と範囲 

Check! 特殊支配同族会社の業務主宰役員 

(3) 支給形態に応じた形式的要件 

(4) 「不相当に高額」基準 

(5) 使用人給与の損金算入時期 

(6) ストック・オプション制度 

(7) 隠蔽・仮装行為による役員給与 

(8) 役員退職金 

5 寄附金課税 

(1) 寄附金の意義 

(2) 損金算入限度額の計算と意義 

(3) 法人税法 37 条 7 項かっこ書きの性質 

(4) 全額損金算入される寄附金 

6 交際費等 

(1) 交際費等の意義 

(2) 交際費等課税の本旨 

(3) 交際費等の損金不算入 

(4) 交際費等課税の解釈態度 

(5) 交際費等の要件論 

7 使途秘匿金 

(1) 使途不明金の意義 

(2) 課税実務上の取扱いと損金算入根拠 

(3) 使途秘匿金 

8 租税公課等 

(1) 概説 

(2) 損金不算入の租税公課 

(3) 損金算入可能な租税 



9 不正行為の費用等 

(1) 概説 

(2) 不正行為に係る費用等の損金不算入 

 

Ⅳ 3 号損失 

1 貸倒損失 

2 資産の評価損 

(1) 未実現損失の評価損計上禁止と例外 

(2) 法令の規定に基づいて行われる資産の評価換え 

(3) 短期売買商品等の期末時価評価 

(4) 売買目的有価証券等の期末時価評価 

(5) デリバティブ取引のみなし決済等 

(6) 外貨建取引の換算等 

 

Ⅴ その他の費用・損失 

 

Ⅵ 準備金 

1 引当金 

(1) 引当金法定主義 

(2) 貸倒引当金 

(3) 返品調整引当金 

2 準備金 

(1) 概説 

(2) 租税特別措置法上の準備金の種類 

 

Ⅶ 繰越欠損金 

(1) 要件 

(2) 適格合併等の場合の繰越欠損金の引継ぎ 

 

Ⅷ 債務確定基準 

1 法人税法 22 条 3 項 

2 債務の確定の判定 

 

 

第 6 章 組織再編成とグループ化 

 



Ⅰ 組織再編税制 

1 組織再編税制の趣旨 

2 概要 

(1) 概説 

(2) 資産・負債の移転に関する基本的考え方 

3 合併 

(1) 基本概念 

(2) 合併税制 

(3) 適格合併の要件 

(4) 資産等の帳簿価額による引継ぎ 

4 分割 

(1) 基本概念 

(2) 分社型分割 

(3) 分割型分割 

(4) 分割税制 

(5) 適格分割の要件 

(6) 資産等の帳簿価額による引継ぎ 

(7) スピン・オフ(特定事業部門分離独立分割) 

5 現物出資 

(1) 基本概念 

(2) 現物出資に係る税制上の取扱い 

(3) 適格現物出資の要件 

Check! 平成 23 年度税制改正 

Check! 平成 28 年度税制改正 

6 現物分配(事後設立の廃止) 

(1) 基本概念 

Check! 事後設立が廃止された理由 

(2) 税制上の取扱い 

(3) 適格現物分配 

7 株式交換・株式移転 

(1) 基本概念 

(2) 株式交換等に係る税制上の取扱い 

(3) 適格株式交換等 

(4) 適格株式移転 

8 非適格組織再編成 

(1) 資産調整勘定 



(2) 負債調整勘定 

9 組織再編と租税回避 

Check! 政府税制調査会答申 

 

Ⅱ 連結納税制度 

1 単体納税制度 

2 連結納税制度 

(1) 概説 

(2) 連結納税制度創設の要請 

(3) 日本版連結納税制度の基本構造 

(4) 連結納税制度の内容 

(5) 租税回避への対応 

(6) 連結法人税額の計算 

Check! 政府税制調査会答申 

 

Ⅲ グループ法人課税制度 

1 概説 

2 適用対象となるグループ法人 

(1) 完全支配関係 

(2) 直接完全支配関係 

(3) 一の者が個人である場合 

3 租税回避とグループ法人単体課税制度 

4 強制適用 

5 納税義務者 

6 申告納付期限 

7 法人間取引における各種の措置 

(1) 資産の譲渡取引等 

(2) 受取配当等の益金不算入 

(3) 寄附金の損金不算入 

(4) 受贈益の益金不算入 

(5) 法人株式の発行法人への譲渡等 

(6) 中小企業特例措置 

 

 

第 7 章 法人税額の計算・申告 

 



Ⅰ 計算 

1 法人税率 

Check! 復興特別法人税制度 

2 税額控除 

(1) 所得税額控除 

(2) 外国税額控除 

Check! 外国法人税 

(3) 仮装経理に基づく過大申告に係る税額控除 

(4) 特別税額控除 

3 同族会社課税 

(1) 概説 

(2) 特定同族会社の特別税率 

(3) 同族会社等の行為計算の否認 

4 土地譲渡益重課税 

 

Ⅱ 申告 

1 確定申告 

(1) 申告期限等 

(2) 電子化促進のための環境整備 

2 中間申告 

3 青色申告 

(1) 青色申告制度と承認 

(2) 青色申告の承認取消し 

Check! 税務に関するコーポレートガバナンス 

4 連結納税制度 

 

Ⅲ 申告の是正 

1 修正申告 

2 更正の請求 

(1) 通常の更正の請求 

(2) 後発的理由による更正の請求 

(3) 前年度の更正に伴う更正の請求 

3 更正・決定 

(1) 更正・決定処分 

(2) 更正に関する特例 

(3) 理由附記 



 

Ⅳ 附帯税 

1 延滞税 

2 利子税 

3 加算税 

(1) 過少申告加算税 

(2) 無申告加算税 

(3) 重加算税 

 

 

○ 事項索引 

○ 裁判例・裁決例索引 


